○滝川地区広域消防事務組合事務決裁規程の効率的運用のために

制　定　平成14年４月１日

　滝川地区広域消防事務組合決裁規定の効率的運用のために(昭和58年５月１日制定)の全部を改正する。

　行政事務の複雑多様化に伴う決裁事務量の増加が見られるため、さらに事務の迅速化と効率かつ適正なる事務処理が図られるよう規程の全部を改正した。

　この規程は、組合長の権限に属する諸般の行政事務を一部組合長に代わって処理させることを定めたものであるから、専決を認められた職員は常にこの意を体し、事務にあたらなければならない。

　今後、本規程の運用にあたっては、各条の趣意、解釈が統一的見解で運用されるよう、次に掲げる事項に留意し、事務を効率的に遂行する必要がある。なお、本規程は、前段述べたように事務の迅速化等のため一定の基準を定めたものであるが、決裁権が組合長であるということを考えるとき、日常において組合長との報告等を密にし、かつ、他の関連ある部局の連携を充分にとりながら行政執行を進めるよう努めなければならない。

１　各条の解釈について

　⑴　第１条について

　　　本規程の目的は、事務の迅速処理と執行責任体制の確立のみでなく、上級職位の者が重要な事案に対する適確な判断をするための時間をより多く持つということも大きな目的の一つである。

　⑵　第２条について

　　　本規程において用いる用語の解釈は、本条によるものとし、単なる国語的解釈による紛議は避けるものとする。

　　　用語中「不在」の解釈は、事案の内容が許す限りの時間的不在であり、時点的不在でないことを特に留意するものとする。

　⑶　第３条について

　　　決裁権が組合長の一身専属的な形をとっている以上、専決が内部委任の形による補助執行の一手段として容認されているところであるとしても、そこには条理上一定の限界があり原則的に組合長の決裁事項は残るものである。本条に基づき別表第１に掲げる組合長決裁事項は、文字どおりおおむねであり、専決により決定の段階を委ねたとしても行政責任は組合長と住民の間に厳然として存在するものであるから、組合長の意思決定を必要とする部分がわずかでも含まれる事案は組合長決裁とすべきものである。

　⑷　第４条、第５条について

　　　事務局長以下の専決については、すべて通常の状態における通常の事案についてその決定権を委ねるものである。

　　　このことからも、これらの専決事項の取決めはあくまでも一定のルールであり、その事案の判断によりさらに上位者への決定権を求めることは日常的に発生して当然である。

　　　本規程の運用効果は、ひとえに受任者の良識ある自発性に持つものが多い。

　⑸　第６条について

　　　専決は、組合長に代理して意思決定するものであるから、その事項は具体的に列記することが望ましいが、列挙された事項のみに固執することは事務の迅速処理を主旨とするこの規程の目的を阻害する場合もある。そこで類推という補完手段によることとなったわけであるが、類推の乱用は当然許されるものでなく、良識ある専決規定の実効をあげようとするものであり、その目的とするところを正しく理解し良識ある積極運用に期待するものである。

　　　類推の乱用は、専決規定を根本から揺るがすもので、厳に慎まなければならない。

　⑹　第７条について

　　　責任回避のための制限の拡大解釈は、当然許されるものではないが、これらの事項の厳守は第３条の解釈で述べたとおり、この規程の根幹をなすものである。

　⑺　第８条、第９条及び第10条について

　　　代決権の行使にあっては、事案の許す範囲の時間と決裁責任者の不在時間とのかねあいで判断しなければならず、緊急性がないものや専決権が制限されている事項について代決権が認められないのは、当然である。また、決裁責任者が代決が適当でないとあらかじめ指定したものについても代決することができないため、指定された事項で緊急の代決を要する場合は、当該決裁責任者よりさらに上位者の決裁を求めることとなる。

　　　決裁責任者の直近上位にある者は、所管する課、署に同位職の者が複数置かれている場合における代決順位等において、当該職位の者の発令内容、業務の分担状況等により代決順位を決定し、又は業務内容により代決権者を分けて決定すること。この場合、行政事務の能率的執行、執行責任体制、部課内の調和等を十分考慮して決定しなければならない。

　　　代決後の閲覧及び報告は、可能な限り速やかに行い、報告を省略する軽易な事項は、消極的に判断すべきものとする。

　⑻　第11条について

　　　合議については、その範囲を厳選し、必要最小限にとどめるべきである。合議に関する手続については、滝川地区広域消防事務組合文書事務取扱規程第16条及び第17条に規定しているところであるが、合議は、ともすれば縦割行政と非難されている官公庁行政の中にあって横につながる手法として貴重ともいえる存在であるが、現実は合議印を多くし、慎重に名を借りた責任分散といった面も指摘されているところである。組合行政というかみ合って回る歯車が、その方向を同じに意識しなければならないため合議は欠くことのできないものであるが、合議は同意を求めるものに限ることが原則であり、単なる意見は別な方法、機会に求めるべきである。また、合議は事前により充分な討議を行い、関係課、署の理解を求め、執行段階における円滑推進を図らねばならない。

　　　合議に対する回答は、同意か不同意かの二つが原則であり、意見的な中間回答はないものとする。なお、同意した事案については起案課、署と共同責任の立場に立つもので、常に適切、明確な回答を準備していなければならない。もし、合議事案について関係課、署の同意を得られない場合は、起案課、署の責任において積極的な説明、調整に努め、軽々しく上司裁断に持ち込むべきでない。なお、内容の変更等が生じたときは、その旨を合議先に通知しなければならない。

２　留意事項

　　今回の事務決裁規程の改正は、冒頭で表現した事務の迅速化及び適正なる事務執行を目的としたものであり、事務執行上支障ない限りにおいての権限委譲を中心に改正したところであるが、次の点には特に留意して事務を執行する必要がある。

　⑴　下位者に起案させることについては、職場における向上訓練及び能力判定又は行政執行への参与感をもたせる面で利点があり、積極的に進めるべきものと考えるが、事務の迅速かつ適正な執行のため必要によっては上位者の時宜を得た判断により最良の方法を講じて行うべきものである。いずれにしても起案者は内容を充分に検討し正確な起案を行うことが望ましい。

　⑵　行政事務の執行にあたっては、与えられた責任を全うすることは当然であるが、特に責任を持つ気概と細心の判断を持って臨むこと。

　⑶　事務決裁規程の効率的な運用は何といっても決裁する者の自主性、自発性と常に自己の仕事の枠から一歩出て組合行政の全体を見ながら、その調和の基に判断する心構えに待つものであることを付言して運用の基本とするものである。

